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(57)【要約】
【課題】角度変更の自由度の高い照明器具を提供する。
【解決手段】実施形態によれば、照明本体と支持部とを
備えた照明器具が提供される。照明本体は、光を出射す
る照射窓を有する。支持部は、照明本体を挿通可能な筒
状の第１枠体と、第１枠体を挿通可能な筒状の第２枠体
と、を有し、第１枠体の中心軸に対して光の光軸を傾斜
させた状態で第１枠体に挿通された照明本体を支持する
とともに、第２枠体に挿通された第１枠体を第２枠体の
中心軸を中心に回転自在に支持する。支持部は、第１枠
体に設けられた突起と係合して第１枠体の回転を規制す
る回転止め部材を有する。回転止め部材は、第２枠体の
中心軸を中心とする円の円周方向に移動自在に第２枠体
に取り付けられ、第１枠体の一方の向きの回転を規制す
る第１規制位置と、他方の向きの回転を規制する第２規
制位置と、に移動する。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　光を出射する照射窓を有する照明本体と、
　前記照明本体を挿通可能な筒状の第１枠体と、前記第１枠体を挿通可能な筒状の第２枠
体と、を有し、前記第１枠体の中心軸に対して前記光の光軸を傾斜させた状態で前記第１
枠体に挿通された前記照明本体を支持するとともに、前記第２枠体に挿通された前記第１
枠体を前記第２枠体の中心軸を中心に回転自在に支持する支持部と、
　を備え、
　前記支持部は、前記第１枠体に設けられた突起と係合して前記第１枠体の回転を規制す
る回転止め部材を有し、
　前記回転止め部材は、前記第２枠体の中心軸を中心とする円の円周方向に移動自在に前
記第２枠体に取り付けられ、前記第１枠体の前記第２枠体の中心軸を中心とする一方の向
きの回転を規制する第１規制位置と、他方の向きの回転を規制する第２規制位置と、に移
動する照明器具。
【請求項２】
　前記第２枠体は、前記回転止め部材を取り付けるための回転止め取付部を有し、
　前記回転止め取付部は、前記第２枠体の中心軸を中心とする円の円周方向に沿って延び
る突起を有し、
　前記回転止め部材は、前記突起を挿通可能な長孔を有し、前記長孔の範囲で前記第１規
制位置と前記第２規制位置とに移動する請求項１記載の照明器具。
【請求項３】
　前記回転止め取付部には、前記回転止め部材の前記突起からの抜けを抑制する保持部材
が取り付けられる請求項２記載の照明器具。
【請求項４】
　前記回転止め部材は、前記第１枠体と前記回転止め取付部とに挟まれて、前記突起から
の抜けが抑制される請求項２記載の照明器具。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明の実施形態は、照明器具に関する。
【背景技術】
【０００２】
　光の照射方向を変化させることができるユニバーサルタイプの照明器具がある。ユニバ
ーサルタイプの照明器具は、光を出射する照射窓が設けられた照明本体を有し、天井など
の取付面に対して垂直な軸を中心に照明本体を回転させる。こうした照明器具において、
角度変更の自由度をより高めることが望まれる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】国際公開第２０１２／０２６４２０号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　本発明の実施形態は、角度変更の自由度の高い照明器具を提供する。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明の実施形態によれば、照明本体と、支持部と、を備えた照明器具が提供される。
前記照明本体は、光を出射する照射窓を有する。前記支持部は、前記照明本体を挿通可能
な筒状の第１枠体と、前記第１枠体を挿通可能な筒状の第２枠体と、を有し、前記第１枠
体の中心軸に対して前記光の光軸を傾斜させた状態で前記第１枠体に挿通された前記照明
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本体を支持するとともに、前記第２枠体に挿通された前記第１枠体を前記第２枠体の中心
軸を中心に回転自在に支持する。前記支持部は、前記第１枠体に設けられた突起と係合し
て前記第１枠体の回転を規制する回転止め部材を有する。前記回転止め部材は、前記第２
枠体の中心軸を中心とする円の円周方向に移動自在に前記第２枠体に取り付けられ、前記
第１枠体の前記第２枠体の中心軸を中心とする一方の向きの回転を規制する第１規制位置
と、他方の向きの回転を規制する第２規制位置と、に移動する。
【発明の効果】
【０００６】
　角度変更の自由度の高い照明器具が提供される。
【図面の簡単な説明】
【０００７】
【図１】第１の実施形態に係る照明器具を表す模式的斜視図である。
【図２】図２（ａ）及び図２（ｂ）は、第１の実施形態に係る照明器具の一部を表す模式
的側面図である。
【図３】図３（ａ）～図３（ｃ）は、第１の実施形態にかかる第１枠体を表す模式図であ
る。
【図４】第１の実施形態に係る第２枠体を表す模式図である。
【図５】第１の実施形態に係る第１枠体及び第２枠体を表す模式的断面図である。
【図６】第１の実施形態に係る第１枠体の一部及び第２枠体の一部を表す模式的斜視図で
ある。
【図７】第１の実施形態に係る第１枠体の一部及び第２枠体の一部を表す模式的斜視図で
ある。
【図８】図８（ａ）及び図８（ｂ）は、第１の実施形態に係る第１枠体の一部及び第２枠
体の一部を表す模式的上面図である。
【図９】第１の実施形態に係る照明本体を表す模式的分解斜視図である。
【図１０】第１の実施形態に係る照明本体を表す模式的部分断面図である。
【図１１】第１の実施形態に係る第１枠体及び保持枠を表す模式的断面図である。
【図１２】図１２（ａ）及び図１２（ｂ）は、第１の実施形態に係る放熱体を表す模式図
である。
【図１３】第１の実施形態に係るフィルタを表す模式的斜視図である。
【図１４】図１４（ａ）及び図１４（ｂ）は、第１の実施形態に係る保持枠を表す模式的
斜視図である。
【図１５】第２の実施形態に係る照明器具を表す模式的斜視図である。
【図１６】図１６（ａ）及び図１６（ｂ）は、第２実施形態に係る照明本体及び第１枠体
を表す模式的側面図である。
【図１７】第２実施形態に係る第１枠体及び第２枠体を表す模式的断面図である。
【図１８】図１８（ａ）及び図１８（ｂ）は、第２実施形態に係る第２枠体を表す模式図
である。
【図１９】図１９（ａ）及び図１９（ｂ）は、第２の実施形態に係る第１枠体の一部及び
第２枠体の一部を表す模式的上面図である。
【発明を実施するための形態】
【０００８】
　以下に、各実施の形態について図面を参照しつつ説明する。　
　なお、図面は模式的または概念的なものであり、各部分の厚みと幅との関係、部分間の
大きさの比率などは、必ずしも現実のものと同一とは限らない。また、同じ部分を表す場
合であっても、図面により互いの寸法や比率が異なって表される場合もある。　
　なお、本願明細書と各図において、既出の図に関して前述したものと同様の要素には同
一の符号を付して詳細な説明は適宜省略する。
【０００９】
　（第１の実施形態）　
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　図１は、第１の実施形態に係る照明器具を表す模式的斜視図である。　
　図１に表したように、照明器具１０は、対象物に向けて光を照射する照明本体１２と、
照明本体１２を支持する支持部１４と、を備える。
【００１０】
　照明本体１２は、内部に光源を保持する。照明本体１２は、光源から発せられた光（以
下、照射光と称す）を出射するための照射窓１２ａを有する。照射光は、照射窓１２ａを
介して照明本体１２の外部に出射する。これにより、照射光が、対象物に照射される。
【００１１】
　照明本体１２は、例えば、放熱体２０と、保持枠２１と、を有する。放熱体２０は、例
えば、光源の発光にともなって発生する熱の放熱を行う。放熱体２０には、例えば、アル
ミニウムなどの熱伝導率の高い金属材料が用いられる。保持枠２１は、放熱体２０や内部
に設けられるレンズなどを保持する。保持枠２１は、例えば、筒状である。この例におい
て、保持枠２１は、円筒状である。この例では、保持枠２１の一端が、照射窓１２ａとな
る。放熱体２０は、保持枠２１の他端に取り付けられる。すなわち、放熱体２０は、照射
窓１２ａと反対側に設けられる。
【００１２】
　支持部１４は、照明本体１２の支持に用いられるとともに、天井板などの取付対象に照
明器具１０を取り付けるために用いられる。照明器具１０は、例えば、照射窓１２ａを下
方に向けた状態で天井板に取り付けられる。照明器具１０は、例えば、天井板に設けられ
た埋込穴に埋め込まれる。すなわち、照明器具１０は、いわゆるダウンライトとして用い
られる。以下では、照明器具１０をダウンライトとして用いる場合を例に説明を行う。但
し、照明器具１０の取付対象は、天井板に限ることなく、例えば、内壁板などでもよい。
また、例えば、専用の取付治具に照明器具１０を取り付け、取付治具を介して照明器具１
０を天井などに取り付けてもよい。すなわち、照明器具１０の取付対象は、取付治具など
でもよい。
【００１３】
　支持部１４は、第１枠体４１と、第２枠体４２と、を有する。第１枠体４１及び第２枠
体４２は、筒状である。この例において、第１枠体４１及び第２枠体４２は、円筒状であ
る。支持部１４は、第１枠体４１に挿通した状態で照明本体１２を回転自在に支持する。
第１枠体４１は、挿通された照明本体１２を回転自在に支持する。この例では、第１枠体
４１が、保持枠２１を回転自在に支持する。第１枠体４１及び第２枠体４２は、円筒状に
限ることなく、例えば、角筒状など筒状の任意の形状でよい。
【００１４】
　図２（ａ）及び図２（ｂ）は、第１の実施形態に係る照明器具の一部を表す模式的側面
図である。　
　図２（ａ）及び図２（ｂ）は、照明本体１２と第１枠体４１とを示している。また、図
２（ａ）及び図２（ｂ）では、支持された照明本体１２を見易くするために、第１枠体４
１を切断した状態で図示している。　
　図２（ａ）及び図２（ｂ）に表したように、第１枠体４１は、回転軸ＲＡを中心に照明
本体１２を回転させる。回転軸ＲＡは、第１枠体４１の第１中心軸ＣＡ１に対して垂直な
第１方向に延びる。また、回転軸ＲＡは、第１中心軸ＣＡ１と第１方向とに対して垂直な
第２方向において、第１中心軸ＣＡ１から離間する。第１中心軸ＣＡ１は、例えば、筒状
の第１枠体４１の延在する方向と平行で、この延在方向に対して垂直な断面の中心を通る
軸である。以下では、回転軸ＲＡを中心とする照明本体１２の回転の方向を、「第１回転
方向ＲＤ１」と称す。
【００１５】
　ここで、第１中心軸ＣＡ１と平行な方向をＺ軸方向とする。Ｚ軸方向に対して垂直な１
つの方向をＸ軸方向とする。Ｚ軸方向とＸ軸方向とに対して垂直な方向をＹ軸方向とする
。この例において、第１方向は、Ｘ軸方向であり、第２方向は、Ｙ軸方向である。すなわ
ち、この例において、回転軸ＲＡは、Ｘ軸方向に延び、Ｙ軸方向において第１中心軸ＣＡ
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１から離間する。
【００１６】
　第１枠体４１は、照明本体１２を第１回転方向ＲＤ１に回転させることにより、図２（
ａ）に表した第１位置と、図２（ｂ）に表した第２位置と、に照明本体１２を移動可能と
する。第１位置では、照射光の光軸ＯＡが、第１中心軸ＣＡ１と平行である。一方、第２
位置では、照射光の光軸ＯＡが、第１中心軸ＣＡ１に対して傾斜する。これにより、照明
器具１０では、照射光の照射される方向を変化させることができる。すなわち、照明器具
１０は、いわゆるユニバーサルタイプの照明器具である。光軸ＯＡは、例えば、照射窓１
２ａから照射される光束の中心を通る軸である。
【００１７】
　また、第１枠体４１は、照明本体１２を第２位置に位置させた際に、放熱体２０の一部
２０ｐ及び照射窓１２ａを第１枠体４１の一端４１ａから第１枠体４１の外側に突出させ
る。一端４１ａは、第１枠体４１の２つの端部において、第１位置にある照明本体１２の
照射窓１２ａと同じ方向を向く端部である。この例では、第２位置において、照射窓１２
ａの全部が、一端４１ａから第１枠体４１の外側に突出する。例えば、一端４１ａが、天
井に対して下方を向く下端である場合、第１枠体４１は、放熱体２０の一部２０ｐ及び照
射窓１２ａを第１枠体４１の一端４１ａよりも下に配置する。
【００１８】
　これにより、照明器具１０では、第１中心軸ＣＡ１に対して光軸ＯＡを傾斜させたとき
にも、器具自体や天井板などの取付対象によって、照射光が遮られてしまうことを抑える
ことができる。
【００１９】
　第２枠体４２は、第１枠体４１を挿通可能な筒状の本体部４２ｍを有する。第２枠体４
２の本体部４２ｍの内径は、第１枠体４１の外径よりも大きい。第２枠体４２は、本体部
４２ｍに挿通された第１枠体４１を本体部４２ｍの第２中心軸ＣＡ２を中心に回転自在に
支持する。これにより、照明器具１０では、回転軸ＲＡを中心に照明本体１２を回転させ
るとともに、第２中心軸ＣＡ２を中心に第１枠体４１及び照明本体１２を回転させること
により、照射光を任意の方向に向けることができる。第２中心軸ＣＡ２は、例えば、本体
部４２ｍの延在する方向と平行で、この延在方向に対して垂直な断面の中心を通る軸であ
る。以下では、第２中心軸ＣＡ２を中心とする第１枠体４１及び照明本体１２の回転の方
向を、「第２回転方向ＲＤ２」と称す。
【００２０】
　本体部４２ｍは、例えば、第１枠体４１を同軸に支持する。すなわち、この例において
、本体部４２ｍの第２中心軸ＣＡ２は、第１枠体４１の第１中心軸ＣＡ１と実質的に同じ
である。第２中心軸ＣＡ２は、第１中心軸ＣＡ１と必ずしも同じでなくてもよい。
【００２１】
　図３（ａ）～図３（ｃ）は、第１の実施形態にかかる第１枠体を表す模式図である。　
　図３（ａ）は、模式的斜視図であり、図３（ｂ）は、模式的右側面図であり、図３（ｃ
）は、模式的左側面図である。　
　図３（ａ）～図３（ｃ）に表したように、第１枠体４１の内側面４１ｎには、中心方向
に向かって突出する一対の軸受け部５１、５２が設けられている。軸受け部５１には、Ｘ
軸方向に沿って延びる貫通孔５１ａが設けられている。軸受け部５２にも、同様に、Ｘ軸
方向に沿って延びる貫通孔５２ａが設けられている。貫通孔５２ａは、Ｘ軸方向において
貫通孔５１ａと連続する位置に設けられる。貫通孔５２ａの直径は、貫通孔５１ａの直径
と実質的に同じである。これにより、軸受け部５１、５２の貫通孔５１ａ、５２ａによっ
て、第１中心軸ＣＡ１からＹ軸方向に離間した位置に、回転軸ＲＡが設定される。
【００２２】
　この例では、第１中心軸ＣＡ１と回転軸ＲＡとの間のＹ軸方向に沿う距離が、第１枠体
４１の内径の半径よりも短い。これにより、例えば、第２位置において、照射窓１２ａの
全部を適切に第１枠体４１の一端４１ａから第１枠体４１の外部に突出させることができ
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る。また、例えば、第１位置において、光軸ＯＡの位置を第１中心軸ＣＡ１の位置と実質
的に同じとすることができる。すなわち、第１位置において、第１枠体４１の中心に照明
本体１２を配置することができる。これにより、例えば、照明器具１０の外観を向上させ
ることができる。
【００２３】
　また、第１枠体４１には、突起４１ｐが設けられている。突起４１ｐは、第１枠体４１
の外側面４１ｇから外側に向かって突出する。突起４１ｐは、第１枠体４１の第２回転方
向ＲＤ２の回転の規制に用いられる。
【００２４】
　図４は、第１の実施形態に係る第２枠体を表す模式図である。　
　第２枠体４２には、フランジ部６０と、複数のバネ取付部６１と、が設けられている。
フランジ部６０は、本体部４２ｍの一端に設けられる。フランジ部６０は、本体部４２ｍ
の一端の外側面４２ｇから外側に向かって突出する。複数のバネ取付部６１は、例えば、
第２中心軸ＣＡ２を軸とする軸回りに等間隔に配置される。この例では、３つのバネ取付
部６１が、第２枠体４２に設けられている。バネ取付部６１の数は、３つに限ることなく
、２つ以上の任意の数でよい。複数のバネ取付部６１のそれぞれには、図示を省略した取
付バネが取り付けられる。取付バネは、例えば、板バネ状やトーションバネ状である。
【００２５】
　照明器具１０を天井に設置にする場合には、埋込穴を天井板に予め設ける。このとき、
埋込穴の直径は、本体部４２ｍの外径よりも大きく、フランジ部６０の直径よりも小さく
する。照明器具１０は、照射窓１２ａを室内側に向けた状態で、室内側から第２枠体４２
を埋込穴に挿通し、フランジ部６０の上面６０ｕを天井板に当接させる。そして、フラン
ジ部６０と取付バネとで天井板を挟む。これにより、照明器具１０が、天井板に取り付け
られる。フランジ部６０の下面側は、天井に露呈される。第２枠体４２は、埋込穴などを
覆い隠す化粧枠としても機能する。
【００２６】
　図５は、第１の実施形態に係る第１枠体及び第２枠体を表す模式的断面図である。　
　図４及び図５に表したように、第２枠体４２には、リブ６２が設けられている。リブ６
２は、本体部４２ｍのフランジ部６０と同じ側に設けられる。リブ６２は、第２枠体４２
の内側面４２ｎから中心方向に向かって突出する。リブ６２の設けられている部分の本体
部４２ｍの内径は、第１枠体４１の外径よりも小さい。これにより、第２枠体４２に挿通
された第１枠体４１が、リブ６２に当接し、第２枠体４２からの抜けが抑制される。この
例では、環状の１つのリブ６２が設けられている。これに限ることなく、例えば、複数の
リブ６２を第２中心軸ＣＡ２を軸とする軸周りに等間隔に設けてもよい。
【００２７】
　図６は、第１の実施形態に係る第１枠体の一部及び第２枠体の一部を表す模式的斜視図
である。　
　図１及び図６に表したように、各バネ取付部６１には、抜け止め部材４３が取り付けら
れる。抜け止め部材４３は、第１枠体４１の第２枠体４２からの抜けを抑制する。また、
抜け止め部材４３は、図６に表したように、例えば、取付バネがトーションバネ６３であ
る場合に、トーションバネ６３のバネ取付部６１からの抜けを抑制する。
【００２８】
　抜け止め部材４３は、例えば、ネジ止めによってバネ取付部６１に取り付けられる。抜
け止め部材４３には、例えば、金属材料が用いられる。抜け止め部材４３は、例えば、金
属板を折り曲げることで形成される。
【００２９】
　抜け止め部材４３は、トーションバネ６３を押さえるバネ押さえ部４３ａと、第１枠体
４１を押さえる一対の枠体押さえ部４３ｂ、４３ｃと、を有する。
【００３０】
　トーションバネ６３は、バネ取付部６１に設けられた溝に一端を挿通することにより、
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バネ取付部６１に取り付けられる。抜け止め部材４３は、バネ取付部６１に取り付けられ
た状態のおいて、バネ取付部６１に取り付けられたトーションバネ６３のコイル部分にバ
ネ押さえ部４３ａを当接させる。これにより、バネ取付部６１とバネ押さえ部４３ａとに
よってトーションバネ６３のコイル部分が挟まれ、トーションバネ６３が、バネ取付部６
１に保持される。
【００３１】
　枠体押さえ部４３ｂ、４３ｃは、バネ取付部６１に取り付けられた状態で第２枠体４２
の内側面４２ｎよりも内側に入り込み、第２枠体４２に挿通された第１枠体４１の一端４
１ｂ（他端）に当接する。枠体押さえ部４３ｂ、４３ｃは、例えば、第１枠体４１の一端
４１ｂとの当接によって弾性変形し、第１枠体４１をリブ６２に押し付ける。これにより
、抜け止め部材４３とリブ６２とによって第１枠体４１が挟まれ、第１枠体４１の第２枠
体４２からの抜けが抑制される。これにより、第１枠体４１が、第２回転方向ＲＤ２に回
転自在に第２枠体４２に支持される。
【００３２】
　なお、この例では、抜け止め部材４３にトーションバネ６３の抜け止めの機能と第１枠
体４１の抜け止めの機能とを持たせている。これに限ることなく、トーションバネ６３の
抜け止め用の部材と、第１枠体４１の抜け止め用の部材と、を第２枠体４２に取り付けて
もよい。
【００３３】
　図７は、第１の実施形態に係る第１枠体の一部及び第２枠体の一部を表す模式的斜視図
である。　
　図８（ａ）及び図８（ｂ）は、第１の実施形態に係る第１枠体の一部及び第２枠体の一
部を表す模式的上面図である。　
　図４、図７、図８（ａ）及び図８（ｂ）に表したように、第２枠体４２には、回転止め
部材４４を取り付けるための回転止め取付部６６が設けられている。回転止め部材４４は
、第１枠体４１の第２回転方向ＲＤ２の回転を所定量以下に規制する。
【００３４】
　回転止め取付部６６には、一対の突起６７、６８が設けられている。突起６７は、第２
中心軸ＣＡ２を中心とする円の円周方向に沿って延びる延在部６７ａを有する。突起６８
も同様に、第２中心軸ＣＡ２を中心とする円の円周方向に沿って延びる延在部６８ａを有
する。突起６８の延在部６８ａは、突起６７の延在部６７ａに対して反対方向に延びる。
回転止め取付部６６には、ネジ穴６６ａが設けられる。ネジ穴６６ａは、突起６７、６８
の間に配置される。回転止め部材４４は、ネジ穴６６ａに対応するネジ４５（保持部材）
によって回転止め取付部６６に取り付けられる。
【００３５】
　回転止め部材４４は、本体部４４ａと、係合部４４ｂと、枠体押さえ部４４ｃと、を有
する。回転止め部材４４には、例えば、金属材料が用いられる。係合部４４ｂ及び枠体押
さえ部４４ｃは、例えば、金属板を折り曲げることで形成される。本体部４４ａには、長
孔４４ｈが設けられている。長孔４４ｈは、突起６７、６８を挿通可能である。
【００３６】
　本体部４４ａの厚さは、突起６７、６８の高さよりも薄い。長孔４４ｈの長さは、突起
６７の延在部６７ａの先端から突起６８の延在部６８ａの先端までの長さよりも長い。ま
た、長孔４４ｈの幅は、突起６７、６８の幅よりも広く、ネジ４５の頭部の直径よりも狭
い。回転止め部材４４は、突起６７、６８を長孔４４ｈに通した状態で、回転止め取付部
６６に取り付けられる。そして、回転止め部材４４は、ネジ４５によって突起６７、６８
からの抜けが抑制される。これにより、回転止め部材４４は、長孔４４ｈの範囲で第２中
心軸ＣＡ２を中心とする円の円周方向に移動自在に回転止め取付部６６に取り付けられる
。
【００３７】
　なお、回転止め取付部６６に設けられる突起の数は、２つに限ることなく、１つでもよ



(8) JP 2014-130758 A 2014.7.10

10

20

30

40

50

いし、３つ以上でもよい。また、この例では、回転止め部材４４の突起６７、６８からの
抜けを抑制する保持部材としてネジ４５を示している。保持部材は、ネジ４５に限ること
なく、例えば、リペットなど、回転止め部材４４の抜けを抑制できる任意の部材でよい。
【００３８】
　係合部４４ｂは、回転止め部材４４を回転止め取付部６６に取り付けた状態において、
第１枠体４１の外側面４１ｇに設けられた突起４１ｐの移動経路内に侵入する。係合部４
４ｂは、突起４１ｐに係合し、第１枠体４１の第２回転方向ＲＤ２の回転を所定量以下に
規制する。これにより、例えば、光源と外部の電源などとを電気的に接続するための配線
の捩れを抑制することができる。
【００３９】
　また、回転止め部材４４は、突起４１ｐと係合部４４ｂとが係合した際に、突起６７、
６８に沿って円周方向に移動する。回転止め部材４４は、第１枠体４１の第２回転方向Ｒ
Ｄ２の一方の向きの回転を規制する第１規制位置（図８（ａ）に表した位置）と、第１枠
体４１の第２回転方向ＲＤ２の他方の向きの回転を規制する第２規制位置（図８（ｂ）に
表した位置）と、に移動する。
【００４０】
　これにより、例えば、第１枠体４１の第２回転方向ＲＤ２の回転量を３６０°以上にす
ることができる。例えば、第１枠体４１の第２回転方向ＲＤ２の回転量を３６５°や３７
０°など、任意に設定できる。これにより、回転を規制して配線の捩れなどを抑制しつつ
、照明光を任意の方向に向けることができる。例えば、照明器具１０を天井などに取り付
ける際の向きの制約がなくなり、照明器具１０の取り付け作業を容易にすることができる
。
【００４１】
　枠体押さえ部４４ｃは、例えば、回転止め取付部６６に取り付けられた状態で第２枠体
４２の内側面４２ｎよりも内側に入り込み、第２枠体４２に挿通された第１枠体４１の一
端４１ｂに当接する。枠体押さえ部４４ｃは、例えば、第１枠体４１の一端４１ｂとの当
接によって弾性変形し、第１枠体４１をリブ６２に押し付ける。すなわち、回転止め部材
４４は、第１枠体４１の抜け止めとしても機能する。枠体押さえ部４４ｃは、必要に応じ
て設けられ、省略可能である。回転止め部材４４は、第１枠体４１の抜け止めの機能を必
ずしも有しなくてもよい。
【００４２】
　なお、枠体押さえ部４４ｃの長さ及び枠体押さえ部４３ｂ、４３ｃの長さは、突起４１
ｐの外側面４１ｇからの突出量よりも長い。すなわち、枠体押さえ部４４ｃ及び枠体押さ
え部４３ｂ、４３ｃは、突起４１ｐの移動経路から退避している。
【００４３】
　図９は、第１の実施形態に係る照明本体を表す模式的分解斜視図である。　
　図９に表したように、照明本体１２は、放熱体２０と、保持枠２１と、を有するととも
に、基板２２と、レンズユニット２３と、を有する。基板２２の表面２２ａには、複数の
光源２５が実装されている。複数の光源２５は、例えば、同心円状に並べて配置される。
基板２２には、図示を省略した配線が接続され、配線を介して外部から電力が供給される
。これにより、外部からの電力供給に応じて、複数の光源２５が発光する。
【００４４】
　光源２５には、例えば、発光ダイオード（Light Emitting Diode：ＬＥＤ）が用いられ
る。光源２５は、例えば、有機発光ダイオード（Organic Light Emitting Diode：ＯＬＥ
Ｄ）、無機エレクトロルミネッセンス（Inorganic ElectroLuminescence）発光素子、有
機エレクトロルミネッセンス（Organic ElectroLuminescence）発光素子、または、その
他の電界発光型の発光素子などでもよい。
【００４５】
　放熱体２０には、基板２２を取り付けるための取付面２０ａが設けられている。取付面
２０ａの面積は、基板２２の表面２２ａの面積と同程度か、僅かに大きい。基板２２は、
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例えば、放熱シートなどを介して放熱体２０の取付面２０ａに貼り付けられる。これによ
り、基板２２が、放熱体２０に保持される。例えば、各光源２５の発光にともなって発生
する熱が、放熱体２０によって放熱される。例えば、各光源２５への熱の影響を抑えるこ
とができる。
【００４６】
　この例では、基板２２が、放熱体２０に貼り付けられる構成であるが、例えば、基板２
２や各光源２５などが、放熱体２０に対して着脱自在に取り付けられるようにしてもよい
。各光源２５は、照明器具１０に対して交換可能としてもよい。
【００４７】
　レンズユニット２３には、例えば、光学ガラスや光学プラスチックなどが用いられる。
レンズユニット２３は、光源２５から発せられた光に対して光透過性を有する。レンズユ
ニット２３は、例えば、透明である。レンズユニット２３は、例えば、円筒状の筒部２３
ａと、筒部２３ａの一端を塞ぐ底部２３ｂと、を有する。レンズユニット２３には、複数
のレンズ２６が設けられている。複数のレンズ２６は、複数の光源２５に対応して設けら
れる。各レンズ２６は、底部２３ｂの内側の面に配置される。各レンズ２６は、例えば、
半球状または円錐状である。各レンズ２６の頂点部分には、各光源２５を覆う凹部２６ａ
が設けられている。レンズ２６は、例えば、光源２５から発せられた光を集光し、光の照
射効率を向上させる。前述のように、保持枠２１は、円筒状である。レンズユニット２３
は、保持枠２１の内部に嵌り、保持枠２１に保持される。
【００４８】
　図１０は、第１の実施形態に係る照明本体を表す模式的部分断面図である。　
　図１０に表したように、保持枠２１の内側面には、内径を変化させる段差部２１ｄが設
けられている。保持枠２１の内側面のうちの段差部２１ｄと後端２１ｂとの間の部分２１
ｎの内径は、レンズユニット２３の外径と実質的に同じである。後端２１ｂは、照射窓１
２ａとなる端部と反対側の端部である。一方、段差部２１ｄの部分の保持枠２１の内径は
、レンズユニット２３の外径よりも狭い。これにより、保持枠２１に挿通されたレンズユ
ニット２３は、段差部２１ｄに当接し、保持枠２１からの抜けが抑制される。
【００４９】
　保持枠２１の後端２１ｂには、放熱体２０が取り付けられる。保持枠２１内に挿通され
たレンズユニット２３は、保持枠２１と放熱体２０とに挟まれた状態で保持される。保持
枠２１の光軸ＯＡに沿う長さ、及び、レンズユニット２３の光軸ＯＡに沿う長さは、例え
ば、レンズ２６の光軸ＯＡに沿う長さに応じて決められる。レンズユニット２３は、各光
源２５と各レンズ２６との位置が決められた状態で、保持枠２１内に保持される。
【００５０】
　保持枠２１の内側面の段差部２１ｄと照射窓１２ａとの間の部分２１ｔは、段差部２１
ｄから照射窓１２ａに向かって内径が連続的に大きくなるテーパ面である。保持枠２１の
内側面の部分２１ｔには、フィルタを着脱自在に取り付けるための複数のフィルタ取付部
２１ｆが設けられている。この例では、２つのフィルタ取付部２１ｆが設けられている。
２つのフィルタ取付部２１ｆは、光軸ＯＡを挟んで互いに対称となる位置に設けられてい
る。フィルタ取付部２１ｆの数は、３つ以上でもよい。
【００５１】
　図１１は、第１の実施形態に係る第１枠体及び保持枠を表す模式的断面図である。　
　図９及び図１１に表したように、保持枠２１の外側面２１ｇには、円柱状に隆起したヒ
ンジ部２７が設けられている。ヒンジ部２７は、光軸ＯＡに対して垂直な方向に延びる。
ヒンジ部２７は、例えば、Ｙ軸方向に隆起し、Ｘ軸方向に延びる。ヒンジ部２７の両端に
は、ヒンジ部２７の延在方向に延びる円柱状の取付穴２７ａ、２７ｂが設けられている。
ヒンジ部２７のＸ軸方向に沿う長さは、第１枠体４１の一対の軸受け部５１、５２の間の
Ｘ軸方向に沿う距離に応じて決められている。ヒンジ部２７は、軸受け部５１、５２の間
に入り込み、取付穴２７ａを貫通孔５１ａと対面させるとともに、取付穴２７ｂを貫通孔
５２ａと対面させる。
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【００５２】
　取付穴２７ａ及び貫通孔５１ａには、シャフト２８ａが挿通される。取付穴２７ｂ及び
貫通孔５２ａには、シャフト２８ｂが挿通される。これにより、保持枠２１が、第１回転
方向ＲＤ１に回転自在に第１枠体４１に支持される。シャフト２８ａ、２８ｂには、例え
ば、平頭ネジが用いられる。
【００５３】
　図１２（ａ）及び図１２（ｂ）は、第１の実施形態に係る放熱体を表す模式図である。
　図１２（ａ）は、模式的斜視図であり、図１２（ｂ）は、模式的断面図である。　
　図１２（ａ）及び図１２（ｂ）に表したように、放熱体２０には、平板状の複数の放熱
フィン３１～３７と、連続部３８と、が設けられている。この例では、７枚の放熱フィン
３１～３７が設けられている。
【００５４】
　各放熱フィン３１～３７は、光軸ＯＡと平行な方向に延びる。各放熱フィン３１～３７
は、照明本体１２が第１枠体４１に支持された状態において、回転軸ＲＡに対して垂直な
方向に延びる（図２（ａ）及び図２（ｂ）参照）。そして、各放熱フィン３１～３７は、
回転軸ＲＡに対して平行な方向に並ぶ。すなわち、この例において、各放熱フィン３１～
３７は、Ｙ－Ｚ平面に対して平行な方向に延び、Ｘ軸方向に並ぶ。このように、複数の放
熱フィン３１～３７を放熱体２０に設けることにより、例えば、放熱体２０の表面積が増
え、放熱体２０の放熱効率を高めることができる。なお、放熱体２０に設けられる放熱フ
ィン３１～３７の枚数は、７枚に限ることなく、２枚以上の任意の数でよい。
【００５５】
　連続部３８は、照明本体１２が第２位置に位置するときに露呈される一部２０ｐにおい
て、各放熱フィン３１～３７のそれぞれの一部同士を連続させた部分である。連続部３８
は、例えば、一部２０ｐを曲面とする。これにより、連続部３８は、照明本体１２を第２
位置に位置させたときに、各放熱フィン３１～３７の形状が露呈しないようにする。換言
すれば、連続部３８は、照明本体１２を第２位置に位置させたときに、各放熱フィン３１
～３７が露呈しないように、各放熱フィン３１～３７を覆い隠す部分である。これにより
、例えば、照明器具１０の外観を向上させることができる。
【００５６】
　図１２（ｂ）に表したように、連続部３８は、各放熱フィン３１～３７の外周付近の一
部分のみを連続させる。各放熱フィン３１～３７は、連続部３８の端部３８ａよりも取付
面２０ａ側まで延びている。連続部３８の光軸ＯＡ及び回転軸ＲＡに対して垂直な方向の
厚さは、端部３８ａから取付面２０ａ側（照射窓１２ａ側）に向かって増加する。連続部
３８の厚さは、例えば、連続的に増加する。これにより、例えば、放熱体２０の成形性を
高めることができる。例えば、放熱体２０を型成形する際に、放熱体２０を型から抜き易
くすることができる。また、例えば、連続部３８の裏側に熱が滞留してしまうことを抑制
することができる。
【００５７】
　各放熱フィン３１～３７のそれぞれの端部３１ａ～３７ａは、照明本体１２が第１位置
に位置するときでも第２位置に位置するときでも、第１枠体４１の一端４１ｂから第１枠
体４１及び第２枠体４２の外側に突出する（図１、図２（ａ）及び図２（ｂ）参照）。例
えば、一端４１ｂが上端である場合、端部３１ａ～３７ａは、一端４１ｂ及び一端４１ｂ
と同じ側の第２枠体４２の一端よりも上に配置される。
【００５８】
　各放熱フィン３１～３７のそれぞれの光軸ＯＡに沿う長さは、回転軸ＲＡに対して垂直
で且つ回転軸ＲＡから光軸ＯＡに向かう方向において減少する。また、各放熱フィン３１
～３７のそれぞれの光軸ＯＡに沿う長さは、回転軸ＲＡに沿う方向（Ｘ軸方向）において
、中心から離れるほど短くなる。すなわち、この例では、Ｘ軸方向の中心に位置する放熱
フィン３４が最も長く、放熱フィン３１及び放熱フィン３７が最も短い。
【００５９】
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　これにより、照明本体１２が第１位置に位置するときでも第２位置に位置するときでも
、各放熱フィン３１～３７のそれぞれが、第２中心軸ＣＡ２に対して垂直な方向において
第２枠体４２の本体部４２ｍの外側面４２ｇよりも内側に位置するようになる。換言すれ
ば、各放熱フィン３１～３７のそれぞれは、第２中心軸ＣＡ２に対して垂直な平面（Ｘ－
Ｙ平面）に投影したときに、外側面４２ｇよりも内側に位置する。この例では、各放熱フ
ィン３１～３７のそれぞれが、第２中心軸ＣＡ２に対して垂直な方向において第２枠体４
２の本体部４２ｍの外側面４２ｇよりも内側に位置する（図２（ａ）及び図２（ｂ）参照
）。
【００６０】
　これにより、例えば、照明器具１０の設置に必要となるスペースを省スペース化できる
。例えば、天井裏に必要となるスペースを省スペース化できる。また、照明器具１０は、
複数並べて設置される場合がある。このとき、放熱体２０が、外側面４２ｇよりも外側に
突出していると、第２回転方向ＲＤ２に照明本体１２を回転させた際に、放熱体２０が、
隣りの照明器具１０の放熱体２０に接触してしまう恐れがある。これに対して、本実施形
態に係る照明器具１０では、放熱体２０が外側面４２ｇよりも内側に位置するので、複数
の照明器具１０を並べて設置した場合にも、第２回転方向ＲＤ２の向きの調整を円滑に行
うことができる。
【００６１】
　また、本実施形態に係る照明器具１０では、上記のように光軸ＯＡに沿う長さを調節す
ることにより、照明本体１２が第２位置に位置するときに、各放熱フィン３１～３７のそ
れぞれが、第１枠体４１に接触しない（図２（ｂ）参照）。
【００６２】
　これにより、照明本体１２が第２位置に位置するときに、照明本体１２と第１枠体４１
との間に隙間が生じる。例えば、室内側から天井裏へと抜ける空気の通り道ができ、照明
本体１２が第２位置に位置するときの放熱効率をより高めることができる。
【００６３】
　図１３は、第１の実施形態に係るフィルタを表す模式的斜視図である。　
　図１３は、照明本体１２に対して着脱自在に取り付けられるフィルタ８０を表す。　
　図１３に表したように、フィルタ８０は、円板状のフィルタ本体８１と、複数の係合爪
８２と、を有する。フィルタ８０は、例えば、可視光の、特定の波長をカットして演色性
を高める演色性フィルタである。フィルタ８０は、例えば、ＮＤフィルタやカラーフィル
タなどの他の光学フィルタでもよい。
【００６４】
　フィルタ本体８１の直径は、例えば、保持枠２１の各フィルタ取付部２１ｆの設けられ
た部分の内径と実質的に同じである。フィルタ本体８１の側面８１ｓは、例えば、テーパ
面である。側面８１ｓの角度は、例えば、保持枠２１のテーパ面の部分２１ｔの角度と実
質的に同じである。
【００６５】
　複数の係合爪８２は、保持枠２１の複数のフィルタ取付部２１ｆに対応して設けられる
。従って、この例では、２つの係合爪８２が設けられる。各係合爪８２は、フィルタ本体
８１の側面８１ｓから径方向に突出して設けられる。この例では、各係合爪８２が、矩形
状である。各係合爪８２の形状は、各フィルタ取付部２１ｆへの取り付けが可能な任意の
形状でよい。各係合爪８２の位置は、各フィルタ取付部２１ｆの位置に対応する。この例
では、各係合爪８２が、フィルタ本体８１の中心を挟んで互いに対称となる位置に設けら
れる。各係合爪８２には、半球状の凸部８２ａが設けられている。凸部８２ａは、係合爪
８２の光軸方向を向く面上に設けられる。
【００６６】
　図１４（ａ）及び図１４（ｂ）は、第１の実施形態に係る保持枠を表す模式的斜視図で
ある。　
　図１４（ａ）及び図１４（ｂ）に表したように、フィルタ取付部２１ｆは、挿抜部８５
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と、係合溝８６と、を有する。
【００６７】
　挿抜部８５は、保持枠２１のテーパ面の部分２１ｔの一部を凹ませて光軸ＯＡと実質的
に平行とした部分である。挿抜部８５の深さ（保持枠２１の内側面からの凹み量）は、フ
ィルタ８０の係合爪８２の長さ（側面８１ｓからの突出量）に対応している。これにより
、挿抜部８５では、係合爪８２を照射窓１２ａ側から光軸方向に挿抜することができる。
挿抜部８５の底部８５ｂには、係合爪８２の凸部８２ａと係合する凹部８５ｃが設けられ
ている。
【００６８】
　係合溝８６は、挿抜部８５の底部８５ｂから円周方向に延びる。係合溝８６の高さは、
係合爪８２の厚さよりも僅かに高い。係合溝８６には、係合爪８２の凸部８２ａと係合す
る凹部８６ｃが設けられている。
【００６９】
　フィルタ８０を取り付ける場合には、各フィルタ取付部２１ｆの挿抜部８５に各係合爪
８２を入り込ませて、フィルタ８０を保持枠２１内に挿通する。各係合爪８２を各挿抜部
８５の底部８５ｂに押し当て、光軸周りにフィルタ８０を回転させる。各係合爪８２を各
係合溝８６内に入り込ませ、各凸部８２ａと各凹部８６ｃとを係合させる。これにより、
図１４（ｂ）に表したように、各係合爪８２と各係合溝８６との係合によってフィルタ８
０の光軸方向への抜けが規制されるともに、各凸部８２ａと各凹部８６ｃとの係合によっ
てフィルタ８０の光軸周りの回転が規制され、フィルタ８０が、各フィルタ取付部２１ｆ
に保持される。
【００７０】
　フィルタ８０を取り外す場合には、フィルタ８０を取り付け時と反対方向に回転させて
各係合爪８２を各係合溝８６から引き抜き、各係合爪８２を各挿抜部８５から照射窓１２
ａ側に引き抜く。
【００７１】
　このように、照明器具１０では、フィルタ８０を光軸周りに回転させるだけの簡単な操
作で、フィルタ８０を保持枠２１に容易に着脱することができる。また、各係合爪８２と
各係合溝８６との係合、及び、各凸部８２ａと各凹部８６ｃとの係合によって、フィルタ
８０を各フィルタ取付部２１ｆに適切に保持させることができる。なお、上記とは反対に
、係合爪８２に凹部を設け、挿抜部８５及び係合溝８６に凸部を設けてもよい。また、凸
部の形状は、半球状に限ることなく、係合が可能な任意の形状でよい。
【００７２】
　本実施形態に係る照明器具１０では、第１枠体４１に設けられた突起４１ｐとの係合に
より、回転止め部材４４が、第１規制位置と第２規制位置とに移動する。これにより、照
明器具１０では、第２回転方向ＲＤ２の回転の角度の変更の自由度をより高めることがで
きる。例えば、回転止め部材４４が第２枠体４２に固定され、円周方向に移動しない構成
では、第１枠体４１の第２回転方向ＲＤ２の回転量が、３５０°～３５５°程度である。
これに対して、本実施形態に係る照明器具１０では、第１枠体４１の第２回転方向ＲＤ２
の回転量を３６０°以上にすることができる。
【００７３】
　また、照明器具１０では、第１枠体４１を縦長の筒状にしている。これにより、例えば
、照明本体１２を第２回転方向ＲＤ２に回転させて照射光の向きを調整する際の第１枠体
４１の変形を抑制し、第２回転方向ＲＤ２の向きの調整を円滑に行うことができる。
【００７４】
　（第２の実施形態）　
　図１５は、第２の実施形態に係る照明器具を表す模式的斜視図である。　
　図１５に表したように、本実施形態に係る照明器具１１０は、上記第１の実施形態の照
明器具１０と同様に、対象物に向けて光を照射する照明本体１１２と、照明本体１１２を
支持する支持部１１４と、を備える。照明器具１１０において、上記第１の実施形態と同
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様の機能及び構成については、詳細な説明を省略する。
【００７５】
　照明本体１１２は、放熱体１２０と、保持枠１２１と、を有する。放熱体１２０には、
複数の放熱フィン１３１～１３７が並べて設けられる。保持枠１２１には、照射光を出射
するための照射窓１１２ａが設けられる。照明本体１１２には、上記第１の実施形態で説
明したように、基板２２及びレンズユニット２３などがさらに設けられる。照明本体１１
２は、光源２５の発光光を照射光として照射窓１１２ａから出射する。
【００７６】
　支持部１１４は、第１枠体１４１と、第２枠体１４２と、を有する。第１枠体１４１及
び第２枠体１４２は、例えば、筒状である。この例においても、支持部１１４は、第１枠
体１４１と第２枠体１４２とにより、第１回転方向ＲＤ１及び第２回転方向ＲＤ２に回転
自在に照明本体１１２を支持する。
【００７７】
　第２枠体１４２は、第１枠体１４１を挿通可能な筒状の本体部１４２ｍと、本体部１４
２ｍの一端の外側面１４２ｇから外側に向かって突出するフランジ部１６０と、を有する
。本体部１４２ｍには、取付バネと取り付けるための複数のバネ取付部１６１が設けられ
る。例えば、３つのバネ取付部１６１が、第２中心軸ＣＡ２を軸とする軸回りに等間隔に
配置される。この例においても、例えば、フランジ部１６０と取付バネとで天井板を挟む
ことにより、照明器具１１０が天井に取り付けられる。
【００７８】
　図１６（ａ）及び図１６（ｂ）は、第２実施形態に係る照明本体及び第１枠体を表す模
式的側面図である。　
　図１６（ａ）及び図１６（ｂ）に表したように、第１枠体１４１には、一対の軸受け部
１５１が設けられる。各軸受け部１５１は、第１枠体１４１の一端１４１ａから第１中心
軸ＣＡ１に沿う方向に沿って延びる。各軸受け部１５１は、例えば、第１中心軸ＣＡ１を
挟んで互いに対面する位置に設けられる。各軸受け部１５１には、シャフトを挿通するた
めの貫通孔１５１ａが設けられている。
【００７９】
　保持枠１２１には、例えば、第１枠体１４１に挿通された状態で各軸受け部１５１の貫
通孔１５１ａのそれぞれと対面する位置に、シャフトを挿通するための円柱状の取付穴が
設けられる。これにより、各貫通孔１５１ａ及び各取付穴のそれぞれにシャフトを挿通す
ることで、照明本体１１２が、回転軸ＲＡを中心に第１枠体１４１に回転自在に支持され
る。これにより、この例においても、照明本体１１２が、第１回転方向ＲＤ１に回転し、
図１６（ａ）に表した第１位置と、図１６（ｂ）に表した第２位置と、に移動する。第１
位置では、照射光の光軸ＯＡが、第１中心軸ＣＡ１と平行となる。第２位置では、照射光
の光軸ＯＡが、第１中心軸ＣＡ１に対して傾斜する。
【００８０】
　この例においても、各放熱フィン１３１～１３７のそれぞれは、照明本体１１２が第１
位置に位置するときでも第２位置に位置するときでも、第２中心軸ＣＡ２に対して垂直な
方向において第２枠体１４２の本体部１４２ｍの外側面１４２ｇよりも内側に位置する。
また、各放熱フィン１３１～１３７のそれぞれは、照明本体１１２が第２位置に位置する
ときに、第１枠体１４１に接触しない。
【００８１】
　第１枠体１４１では、回転軸ＲＡと第１中心軸ＣＡ１との間のＹ軸方向に沿う距離が、
上記第１の実施形態の第１枠体の回転軸ＲＡと第１中心軸ＣＡ１との間のＹ軸方向に沿う
距離よりも短い。回転軸ＲＡのＹ軸方向の位置は、第１中心軸ＣＡ１のＹ軸方向の位置と
実質的に同じでもよい。すなわち、回転軸ＲＡは、第１中心軸ＣＡ１と交差してもよい。
【００８２】
　第１枠体１４１の高さ（第１中心軸ＣＡ１に沿う長さ）は、上記第１の実施形態の第１
枠体４１の高さよりも低い。第１枠体１４１は、例えば、環状であるということもできる
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。本願明細書においては、比較的高さの低い環状に近い形状も、筒状に含むものとする。
【００８３】
　図１７は、第２実施形態に係る第１枠体及び第２枠体を表す模式的断面図である。　
　図１６（ａ）、図１６（ｂ）及び図１７に表したように、第１枠体１４１の外側面には
、外側に向かって突出したリブ１５３が設けられている。リブ１５３と一端１４１ａとの
間の部分の第１枠体１４１の外径は、第２枠体１４２の内径よりも小さい。一方、リブ１
５３の部分の第１枠体１４１の外径は、第２枠体１４２の内径よりも大きい。第１枠体１
４１は、第２枠体１４２に挿通された際に、リブ１５３を第２枠体１４２の一端１４２ａ
に当接させる。これにより、第２枠体１４２からの一方の方向の抜けが規制される。
【００８４】
　図１５及び図１７に表したように、第２枠体１４２には、一対の係合爪１６４が設けら
れている。各係合爪１６４は、例えば、第２中心軸ＣＡ２を挟んで対称となる位置に配置
される。各係合爪１６４は、弾性変形してリブ１５３の挿通を許容した後、リブ１５３と
係合して第１枠体１４１の第２枠体１４２からの他方の方向の抜けを規制する。これによ
り、第１枠体１４１の抜けが規制され、第１枠体１４１が、第２回転方向ＲＤ２に回転自
在に第２枠体１４２に支持される。なお、係合爪１６４の数は、２つに限ることなく、３
つ以上でもよい。
【００８５】
　図１８（ａ）及び図１８（ｂ）は、第２実施形態に係る第２枠体を表す模式図である。
　図１９（ａ）及び図１９（ｂ）は、第２の実施形態に係る第１枠体の一部及び第２枠体
の一部を表す模式的上面図である。　
　図１８（ａ）に表したように、第２枠体１４２には、回転止め部材１４４を取り付ける
ための回転止め取付部１６６が設けられている。回転止め取付部１６６は、第２枠体１４
２の一端１４２ａよりも凹んだ支持面１６６ｆを有する。支持面１６６ｆには、突起１６
７が設けられている。突起１６７は、第２中心軸ＣＡ２を中心とする円の円周方向に沿っ
て延びる。突起１６７の支持面１６６ｆからの突出量は、支持面１６６ｆの一端１４２ａ
からの凹み量よりも小さい。すなわち、突起１６７は、第２中心軸ＣＡ２に沿う方向にお
いて、一端１４２ａよりも突出しない。
【００８６】
　回転止め部材１４４は、本体部１４４ａと、係合部１４４ｂと、を有する。本体部１４
４ａには、突起１６７を挿通可能な長孔１４４ｈが設けられている。本体部１４４ａの厚
さは、突起１６７の高さよりも薄い。長孔１４４ｈの長さは、突起１６７の円周方向の長
さよりも長い。また、長孔４４ｈの幅は、突起１６７の幅よりも広い。これにより、回転
止め部材１４４は、長孔１４４ｈの範囲で第２中心軸ＣＡ２を中心とする円の円周方向に
移動自在に回転止め取付部１６６に取り付けられる。
【００８７】
　図１８（ｂ）に表したように、回転止め部材１４４は、第１枠体１４１と回転止め取付
部１６６とに挟まれる。より具体的には、リブ１５３と支持面１６６ｆとに挟まれる。こ
れにより、回転止め部材１４４の突起１６７からの抜けが抑制される。
【００８８】
　係合部１４４ｂは、回転止め部材１４４を回転止め取付部１６６に取り付けた状態にお
いて、第１枠体１４１に設けられた突起１４１ｐの移動経路内に侵入する。この例におい
て、突起１４１ｐは、第１枠体１４１の一端１４１ｂから第１中心軸ＣＡ１に沿う方向に
突出する（図１６（ａ）及び図１６（ｂ）参照）。係合部１４４ｂは、回転止め部材１４
４を回転止め取付部１６６に取り付けた状態において、第１枠体１４１の外側面よりも内
側に入り込む。係合部１４４ｂは、例えば、第１枠体１４１の一端１４１ｂに接する。こ
れにより、係合部１４４ｂは、突起１４１ｐに係合し、第１枠体１４１の第２回転方向Ｒ
Ｄ２の回転を所定量以下に規制する。
【００８９】
　回転止め部材１４４は、突起１４１ｐと係合部１４４ｂとが係合した際に、突起１６７
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Ｄ２の一方の向きの回転を規制する第１規制位置（図１９（ａ）に表した位置）と、第１
枠体１４１の第２回転方向ＲＤ２の他方の向きの回転を規制する第２規制位置（図１９（
ｂ）に表した位置）と、に移動する。
【００９０】
　これにより、本実施形態にかかる照明器具１１０においても、例えば、第１枠体１４１
の第２回転方向ＲＤ２の回転量を３６０°以上にすることができる。第２回転方向ＲＤ２
の回転の角度の変更の自由度をより高めることができる。回転を規制して配線の捩れなど
を抑制しつつ、照明光を任意の方向に向けることができる。照明器具１１０の取り付け作
業を容易にすることができる。
【００９１】
　上記各実施形態に係る支持部１４、１１４では、第１回転方向ＲＤ１及び第２回転方向
ＲＤ２に回転自在に照明本体１２を支持している。支持部は、第２回転方向ＲＤ２のみに
回転自在に照明本体を支持してもよい。この場合には、例えば、第１枠体が、第１中心軸
ＣＡ１に対して照射光の光軸ＯＡを傾斜させた状態（第２位置の状態）で、照明本体を支
持すればよい。
【００９２】
　本発明のいくつかの実施形態を説明したが、これらの実施形態は、例として提示したも
のであり、発明の範囲を限定することは意図していない。これら新規な実施形態は、その
他の様々な形態で実施されることが可能であり、発明の要旨を逸脱しない範囲で、種々の
省略、置き換え、変更を行うことができる。これら実施形態やその変形は、発明の範囲や
要旨に含まれるとともに、特許請求の範囲に記載された発明とその均等の範囲に含まれる
。
【符号の説明】
【００９３】
　１０、１１０…照明器具、１２、１１２…照明本体、１２ａ、１１２ａ…照射窓、１４
、１１４…支持部、２０、１２０…放熱体、２１、１２１…保持枠、２１ｆ…フィルタ取
付部、２２…基板、２３…レンズユニット、２５…光源、２６…レンズ、２７…ヒンジ部
、２８ａ、２８ｂ…シャフト、３１～３７、１３１～１３７…放熱フィン、３８…連続部
、４１、１４１…第１枠体、４２、１４２…第２枠体、４３…抜け止め部材、４４、１４
４…回転止め部材、４５…ネジ（保持部材）、５１、５２、１５１…軸受け部、６０、１
６０…フランジ部、６１、１６１…バネ取付部、６２…リブ、６３…トーションバネ、６
６、１６６…回転止め取付部、６７、６８、１６７…突起、８０…フィルタ、８１…フィ
ルタ本体、８２…係合爪、８５…挿抜部、８６…係合溝、１５３…リブ、１６４…係合爪
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